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平
成
22
年
度
事
業
報
告
及
び
決
算

学
校
法
人
福
岡
歯
科
学
園
の
事
業
報
告
お
よ
び
決
算
が
、5
月
24
日
開
催
の
評
議
員
会
、理
事
会
で
承
認
さ
れ
ま
し
た
。そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

学園運営本
学
の
第
一
次
中
期
構
想
期
間
が
終
了
す

る
22
年
度
に
お
い
て
は
、本
学
の
基
本
理

念
・
目
的
の
実
現
お
よ
び
更
な
る
発
展
を
目

指
し
、「
歯
科
医
学
か
ら
口
腔
医
学
へ
」を
ス

ロ
ー
ガ
ン
に
教
育
・
研
究
・
社
会
貢
献
活
動

を
展
開
し
ま
し
た
。ま
た
、「
口
腔
医
学
の
確

立
」に
向
け
て
、法
人
・
教
学
の
ト
ッ
プ
が
先

頭
と
な
っ
て
関
係
各
方
面
の
理
解
と
支
援

の
要
請
等
を
よ
り
積
極
的
に
行
い
ま
し
た
。

 　

 

「
口
腔
医
学
の
学
問
体
系
の
確
立
」に
つ
い
て 

戦
略
的
大
学
連
携
支
援
事
業
の
代
表
校

と
し
て
、理
事
長
・
学
長
等
を
中
心
に
国
公

私
立
歯
科
大
学
・
歯
学
部
、歯
科
医
師
会
・

医
師
会
等
に
理
解
と
協
力
を
得
る
た
め
に

意
見
交
換
を
積
極
的
に
行
い
ま
し
た
。今

日
の
歯
科
医
学
の
教
育
内
容
は
口
腔
医
療

と
い
う
患
者
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
も
の
で
あ

る
こ
と
を
学
内
外
に
明
示
す
る
た
め
、さ

ら
に
は
、歯
学
・
歯
科
医
療
に
対
す
る
社
会

的
評
価
の
一
層
の
向
上
に
向
け
て
、大
学
・

学
部
等
の
名
称
変
更
に
つ
い
て
文
科
省
・
厚

労
省
と
事
前
相
談
を
行
い
ま
し
た
。そ
の

実
現
に
向
け
て
は
、今
後
と
も
関
連
国
公

私
立
大
学
お
よ
び
関
係
諸
団
体
と
の
連
携

強
化
を
図
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

 　

 

教
育
の
改
善
・
充
実
等
に
つ
い
て 

●
大
学
教
育
改
革
Ｇ
Ｐ（
文
科
省
か
ら
特

色
・
個
性
あ
る
優
れ
た
取
り
組
み
と
し
て

選
定
・
支
援
を
受
け
る
事
業
）と
し
て
、大

学
で
は
①
戦
略
的
大
学
連
携
支
援
事
業

「
口
腔
医
学
の
学
問
体
系
の
確
立
と
医
学
・

歯
学
教
育
体
制
の
再
考
」、②
大
学
教
育
・

学
生
支
援
推
進
事
業
学
生
支
援
推
進
プ

ロ
グ
ラ
ム「
臨
地
体
験
と
就
業
情
報
通
信

シ
ス
テ
ム
構
築
に
よ
る
歯
学
生
の
就
業
支

援
強
化
」を
、短
大
で
は
③
社
会
人
の
学

び
直
し
ニ
ー
ズ
対
応
教
育
推
進
プ
ロ
グ
ラ

ム「
介
護
予
防
新
時
代
に
お
け
る
歯
科
衛

生
士
の
口
腔
機
能
向
上
支
援
を
ス
キ
ル
ア

ッ
プ
す
る
実
践
教
育
」、④
大
学
教
育
・
学

生
支
援
推
進
事
業
就
職
支
援
推
進
プ
ロ

グ
ラ
ム「
超
高
齢
社
会
の
就
業
力
向
上
に

つ
な
げ
る
医
療
・
福
祉
系
学
生
の
就
職
支

援
」、⑤
大
学
生
の
就
業
力
育
成
支
援
事

業「
短
期
大
学
教
育
力
活
用
に
よ
る
学
際

的
就
業
力
育
成
」を
推
進
し
ま
し
た
。 

●
ア
ド
ミ
ッ
シ
ョ
ン・ポ
リ
シ
ー
に
合
致
す
る

優
れ
た
資
質
・
能
力
・
意
欲
を
備
え
た
学
生

の
確
保
の
た
め
、高
校
訪
問
等
の
募
集
活

動
を
強
力
に
展
開
す
る
と
と
も
に
、入
学

者
選
抜
試
験
の
方
法
や
内
容
の
改
善
に
努

め
ま
し
た
。 

●「
第
1
0
4
回
歯
科
医
師
国
家
試
験
」

は
、既
卒
者
を
含
め
た
総
合
合
格
率
が 

67
・
2
％
で
17
私
立
歯
科
大
学
中
7
位
、

「
第
20
回
歯
科
衛
生
士
国
家
試
験
」は
、前

年
に
引
き
続
き
合
格
率
1
0
0
％
で
し
た
。 

●
学
習
環
境
改
善
の
た
め
、排
気
装
置
付

解
剖
実
習
台
設
置
、e-learning

シ
ス
テ
ム

導
入
、教
室
や
学
生
ホ
ー
ル
に
無
線
L
A
N

受
信
装
置
設
置
、自
学
自
習
ス
ペ
ー
ス
の
整

備
・
拡
充
、学
生
食
堂
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
、学

務
課
の
オ
ー
プ
ン
化（
全
面
ガ
ラ
ス
張
り
、自

動
ド
ア
設
置
）等
を
行
い
ま
し
た
。 

　

 

研
究
の
活
性
化
に
つ
い
て 

●
先
端
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
が
推
進
す
る

研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト「
疾
患
の
抑
制
に
お
け

る
ゲ
ノ
ム
安
定
性
と
環
境
ス
ト
レ
ス
の
制

御
」に
対
す
る
文
科
省
の
中
間
評
価
に
お

い
て
、「
レ
ベ
ル
の
高
い
特
徴
あ
る
研
究
成
果

を
挙
げ
続
け
て
い
る
。」と
の
高
い
評
価
を

得
ま
し
た
。 

●
平
成
22
年
度
の
戦
略
的
研
究
基
盤
形

成
支
援
事
業
に
採
択
の
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト「
生
体
内
環
境
を
調
和
す
る
硬
組
織
再

建
シ
ス
テ
ム
」を
推
進
す
る
た
め
に
、「
再

生
医
学
研
究
セ
ン
タ
ー
」を
9
月
に
新
設

し
ま
し
た
。 

●
科
学
研
究
費
補
助
金
等
の
外
部
資
金

を
積
極
的
に
活
用
し
て
、社
会
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
た
研
究
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、専

任
教
員
等
の
研
究
テ
ー
マ
の
進
捗
状
況
に

つ
い
て
指
導
助
言
を
行
い
ま
し
た
。

 　

 

社
会
連
携
・
国
際
交
流
に
つ
い
て 

●「
医
科
歯
科
総
合
病
院
」で
は
、医
療
人

材
の
養
成
や
高
度
医
療
の
提
供
と
い
う
大

学
病
院
の
使
命
達
成
の
た
め
、卒
前
の
臨

床
実
習
や
卒
後
の
歯
科
医
師
臨
床
研
修

の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。今
後
、新
し
い
時

代
の
要
請
に
応
え
た
医
療
活
動
を
展
開
し
、

口
腔
領
域
お
よ
び
全
身
の
健
康
保
持
の
医

療
を
目
指
す
歯
科
医
師
や
コ・ス
タ
ッ
フ
等

に
最
新
の
口
腔
医
学
情
報
等
を
積
極
的
に

提
供
す
る
た
め
、国
内
外
か
ら
の
利
便
性

の
高
い
戦
略
的
口
腔
医
療
セ
ン
タ
ー
の
開

設
準
備
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
ま
し
た
。 

●「
国
際
交
流
」で
は
、初
の
口
腔
医
学
国

際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、上
海
交
通
大

学
や
東
釜
山
大
学
等
と
の
学
生
の
相
互

訪
問
交
流
の
実
施
お
よ
び
教
員
の
海
外
研

修
派
遣
の
促
進
等
に
努
め
ま
し
た
。

 　

 

組
織
運
営
の
改
善
・
効
率
化
等
に
つ
い
て 

●
平
成
22
年
度
事
業
の
実
施
に
お
い
て
は
、

必
要
性
・
緊
急
性
・
費
用
対
効
果
を
十
分

吟
味
し
た
予
算
執
行
に
努
め
る
と
と
も
に
、

学
納
金
の
引
き
下
げ
を
踏
ま
え
、収
支
バ

ラ
ン
ス
を
維
持
す
る
た
め
、科
研
費
等
の

競
争
的
資
金
の
獲
得
、安
全
か
つ
効
率
的

な
資
産
運
用
、役
職
員
の
給
与
・
退
職
金

等
の
適
正
化
に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
等
に

努
め
ま
し
た
。ま
た
、契
約
事
務
・
給
与
事

務
等
の
定
型
業
務
の
効
率
化
を
図
る
と
と

も
に
、財
務
課
を
３
係
か
ら
２
係
へ
再
編
合

理
化
を
行
い
ま
し
た
。 

●
大
学
改
革
の
推
進
お
よ
び
教
育
情
報
等

の
積
極
的
公
開
の
た
め
、大
学
は
平
成
20
、

21
年
度
の
自
己
点
検
・
評
価
報
告
書
を
作

成
・
公
表
、短
大
は
平
成
19
、20
、21
年
度
の

同
報
告
書
を
作
成
・
公
表
す
る
と
と
も
に
、

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充
実
等
に
よ
り
学
園
情
報

等
を
積
極
的
に
発
信
し
ま
し
た
。 

●
医
療
・
保
健
・
福
祉
分
野
の
社
会
貢
献
を

使
命
と
す
る
総
合
学
園
と
し
て
、そ
の
名

称
を「
福
岡
学
園
」と
改
め
る
こ
と
を
理
事

会
・
評
議
員
会
で
決
定
し
、文
科
省
に
寄
附

行
為
変
更
の
認
可
申
請
を
行
い
ま
し
た
。

 

お
わ
り
に
、本
学
を
め
ぐ
る
経
営
環
境
が

大
変
厳
し
い
状
況
の
中
で
、多
岐
に
わ
た
る

業
務
遂
行
の
責
務
を
担
っ
て
い
る
役
員
・
教

職
員
の
皆
様
方
の
ご
尽
力
・
ご
協
力
に
対

し
、あ
ら
た
め
て
感
謝
を
申
し
上
げ
ま
す
。

な
お
、東
日
本
大
震
災
と
い
う
国
難
の
と

き
、本
学
は
創
立
39
年
と
い
う
若
い
学
園

と
し
て
10
年
後
、50
年
後
を
見
据
え
、ま
た
、

福
岡
と
い
う
歴
史
と
文
化
に
満
ち
た
環
境

の
中
、教
職
員
・
学
生
・
同
窓
生
等
と
の
強

い
絆
で
、時
代
の
要
請
に
応
え
る
口
腔
医

療
・
保
健
・
福
祉
の
分
野
に
お
け
る
リ
ー
ダ

ー
を
輩
出
し
、大
学
の
社
会
的
使
命
を
達

成
す
る
た
め
邁
進
す
る
所
存
で
あ
り
ま
す
。

平
成
22
年
度
の
資
金
収
支
計
算
書
、消
費

収
支
計
算
書
、貸
借
対
照
表
及
び
財
産
目

録
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

１
．資
金
収
支
計
算
書

収
入
の
部
で
は
、学
生
生
徒
等
納
付
金

収
入
34
億
1,
9
7
3
万
円
、補
助
金

収
入
5
億
9,
7
9
7
万
円
、事
業
収

入
18
億
5,
9
4
5
万
円
な
ど
収
入
合

計
は
1
2
9
億
6,
2
3
6
万
円
と
な

り
、こ
れ
に
前
年
度
繰
越
支
払
資
金
12
億

5,
4
0
1
万
円
を
加
え
た
収
入
の
部
合

計
は
1
4
2
億
1,
6
3
7
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

一
方
、支
出
の
部
で
は
、人
件
費
支
出
35
億

7,
6
4
0
万
円
、教
育
研
究
経
費
支
出

12
億
4,
1
8
8
万
円
、施
設
関
係
支
出

1
億
2,
5
6
5
万
円
、設
備
関
係
支
出

2
億
6,
4
0
9
万
円
な
ど
支
出
合
計
は

1
3
4
億
3
9
2
万
円
と
な
り
、収
入
の

部
合
計
か
ら
こ
れ
を
差
し
引
い
た
次
年
度

繰
越
支
払
資
金
は
8
億
1,
2
4
5
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

【
収
入
の
部
】

（
1
）学
生
生
徒
等
納
付
金
収
入
は
、大

学
入
学
者
数
の
減
少
に
よ
り
対
前
年
度

比
1
億
4,
2
8
1
万
円
の
減
収
と
な
り

ま
し
た
が
、概
ね
予
算
額
と
同
額
の
34
億

1,
9
7
3
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

（
2
）補
助
金
収
入
は
、私
立
大
学
戦
略
的

研
究
基
盤
形
成
支
援
事
業（
再
生
医
学
研

究
セ
ン
タ
ー
）、解
剖
実
習
室
整
備
事
業
、

大
学
生
の
就
業
力
育
成
支
援
事
業
等
が

採
択
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、概
ね
予
算
額

と
ほ
ぼ
同
額
の
5
億
9,
7
9
7
万
円
と

な
り
ま
し
た
。

（
3
）事
業
収
入
は
、眼
科
開
設
に
伴
う
病

院
医
療
収
入
等
の
増
に
よ
り
対
前
年
度

比
1
億
3
9
6
万
円
の
増
収
と
な
り
、

予
算
額
を
2
億
9,
8
8
6
万
円
上
回

る
18
億
5,
9
4
5
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

こ
の
う
ち
、
病
院
医
療
収
入
は
13
億

7,
6
2
3
万
円
、老
健
施
設
介
護
収
入

は
4
億
4,
5
5
9
万
円
で
す
。

【
支
出
の
部
】

（
1
）人
件
費
支
出
は
、一
般
退
職
に
よ
る

退
職
金
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、予
算

額
を
2
億
7,
6
9
5
万
円
下
回
る
35
億

7,
6
4
0
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

（
2
）施
設
関
係
支
出
は
、解
剖
実
習
室
改

修
工
事
、研
究
棟
給
水
本
管
更
新
工
事
等

を
実
施
し
た
こ
と
に
よ
り
、予
算
額
を

1,
7
7
4
万
円
上
回
る
1
億
2,
5
6
5

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

（
3
）設
備
関
係
支
出
は
、私
立
大
学
戦
略

的
研
究
基
盤
形
成
支
援
事
業（
再
生
医
学

研
究
セ
ン
タ
ー
）に
伴
うin vivo

マ
イ
ク
ロ
Ｘ

線
Ｃ
Ｔ
ス
キ
ャ
ナ
、解
剖
実
習
室
改
修
に
伴

う
フ
ィ
ル
タ
ー
付
排
気
装
置
一
体
型
解
剖 

実
習
台
等
の
購
入
に
よ
り
、予
算
額
を

2,
8
3
4
万
円
上
回
る
2
億
6,
4
0
9

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

２
．消
費
収
支
計
算
書

消
費
収
入
の
部
で
は
、帰
属
収
入
合
計
は

69
億
6,
7
3
6
万
円
と
な
り
、第
2
号

基
本
金
6
億
円
、第
3
号
基
本
金（
教
育

研
究
基
金
）15
億
円
等
の
基
本
金
組
入
額

合
計
26
億
5,
9
1
2
万
円
を
差
し
引
い

た
消
費
収
入
の
部
合
計
は
43
億
8
2
4

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

一
方
、消
費
支
出
の
部
で
は
、消
費
支
出
の

部
合
計
は
54
億
2,
4
1
6
万
円
と
な
り
、

消
費
収
入
の
部
合
計
か
ら
こ
れ
を
差
し
引

い
た
当
年
度
消
費
支
出
超
過
額
は
11
億

1,
5
9
2
万
円
と
な
り
ま
し
た
。こ
れ
に

前
年
度
繰
越
消
費
収
入
超
過
額
47
億

7,
7
6
7
万
円
と
基
本
金
取
崩
額
29
万

円
を
加
え
た
翌
年
度
繰
越
消
費
収
入
超

過
額
は
36
億
6,
2
0
4
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

こ
の
結
果
、人
件
費
比
率
は
48
・
9
％
と
な

り
、全
国
平
均
50
・
0
％（
平
成
21
年
度
）を

下
回
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、帰
属
収
入
か
ら

消
費
支
出
を
差
し
引
い
た
帰
属
収
支
差
額

は
15
億
4,
3
2
0
万
円
と
な
り
、帰
属
収

支
差
額
比
率
は
22
・
1
％
で
全
国
平
均
3.7

％（
平
成
21
年
度
）を
大
き
く
上
回
っ
て
お

り
、財
務
の
健
全
性
を
維
持
し
て
い
ま
す
。

３
．貸
借
対
照
表

資
産
の
部
合
計
は
、有
価
証
券
の
購
入
等

に
よ
り
対
前
年
度
比
9
億
4,
7
7
6
万

円
増
の
5
6
7
億
4,
7
0
3
万
円
と
な

り
ま
し
た
。

負
債
の
部
合
計
は
、退
職
給
与
引
当
金
等

で
対
前
年
度
比
5
億
9,
5
4
4
万
円
減

の
35
億
8,
4
7
6
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

基
本
金
の
部
合
計
は
、第
2
号
基
本
金
引

当
資
産
の
組
入
れ
6
億
円
、第
3
号
基
本

金（
教
育
研
究
基
金
）引
当
資
産
の
組
入

れ
15
億
円
等
に
よ
り
対
前
年
度
比
26
億

5,
8
8
3
万
円
増
の
4
9
5
億
2
3
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

消
費
収
支
差
額
の
部
合
計
は
、対
前
年

度
比
11
億
1,
5
6
3
万
円
減
の
36
億

6,
2
0
4
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

４
．財
産
目
録

資
産
の
部
は
、土
地
、建
物
等
の
基
本
財
産

3
8
8
億
4,
5
1
7
万
円
と
減
価
償
却

引
当
特
定
資
産
等
の
運
用
財
産
1
7
9

億
1
8
6
万
円
の
合
計
で
5
6
7
億

4,
7
0
3
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

負
債
の
部
合
計
は
35
億
8,
4
7
6
万
円

で
、資
産
の
部
合
計
額
、負
債
の
部
合
計

額
と
も
貸
借
対
照
表
の
合
計
額
と
一
致
し

て
い
ま
す
。

資
産
の
部
合
計
か
ら
負
債
の
部
合
計
を
差

し
引
い
た
差
引
正
味
財
産
は
、対
前
年
度

比
15
億
4,
3
2
1
万
円
増
の
5
3
1
億

6,
2
2
7
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

平
成
22
年
度（
第
39
期
）

事
業
報
告
の
概
要

平
成
22
年
度（
第
39
期
）

決
算
の
概
要

福
岡
歯
科
学
園
理
事
長
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季節の話題Seasonal Topics

※資金収支計算書：当該会計年度の諸活動に対するすべての資金の収支を明らかにするものです。
※消費収支計算書：民間企業の損益計算書に該当するもので、財政の健全化を測定する尺度となります。
※貸 借 対 照 表：当該会計年度末の資産及び負債・基本金・消費収支差額の状況を表すものです。
※財 産 目 録：当該会計年度末の資産及び負債の状況を表すものです。

※帰 属 収 入：学生生徒等納付金、寄附金、補助金その他の学校法人の負債とならない収入です。
※消 費 支 出：人件費、教育研究経費、管理経費などの学校法人の経常的支出です。
※人 件 費 比 率：（人件費 / 帰属収入）×１００
※帰属収支差額比率：〔（帰属収入－消費支出） / 帰属収入〕×１００

（単位：円）

科　　目 金　額
予　　算

収入の部

構成比％ 金　額
決　　算

構成比％ 金　額
差　　異

平成22年度（第39期）資金収支決算総括表　（平成２2年４月１日～平成２3年３月３１日）

学生生徒等納付金収入
手 数 料 収 入
寄 附 金 収 入
補 助 金 収 入
　国 庫 補 助 金 収 入
　地方公共団体補助金収入
資 産 運 用 収 入
資 産 売 却 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
前 受 金 収 入
その 他 の 収 入
資金収入調整勘定
( 小        計 )
前年度繰越支払資金
収 入 の 部 合 計

3,418,200,000 
21,365,000 
25,400,000 
602,895,000 
602,810,000 

85,000 
780,310,000 
1,500,000,000 
1,560,596,000 
120,969,000 
723,650,000 
3,985,441,000 
△981,139,000 
(11,757,687,000)
1,254,015,000 
13,011,702,000 

3,419,725,000 
21,938,850 
27,136,795 
597,966,390 
585,721,509 
12,244,881 
784,800,830 
1,532,840,000 
1,859,453,232 
241,852,350 
733,193,500 
4,983,107,556 

△1,239,655,114 
(12,962,359,389)
1,254,015,216 
14,216,374,605 

△1,525,000 
△573,850 
△1,736,795 
4,928,610 
17,088,491 

△12,159,881 
△4,490,830 
△32,840,000 
△298,857,232 
△120,883,350 
△9,543,500 

△997,666,556 
258,516,114 

(△1,204,672,389)
△216 

△1,204,672,605 

29.07 
0.18 
0.22 
5.13 
ー  
ー    
6.64 
12.76 
13.27 
1.03 
6.15 
33.90 
△8.35 
(100.00)

26.38 
0.17 
0.21 
4.61 
ー  
ー  
6.05 
11.83 
14.35 
1.87 
5.66 
38.44 
△9.57 
(100.00)

科　　目 金　額
予　　算

支出の部

構成比％ 金　額
決　　算

人 件 費 支 出
教育研究経費支出
管 理 経 費 支 出
施 設 関 係 支 出
設 備 関 係 支 出
資 産 運 用 支 出
その 他 の 支 出

[ 予 備 費 ]

資金支出調整勘定
( 小        計 )
次年度繰越支払資金
支 出 の 部 合 計

3,853,351,000 
1,316,514,000 
209,649,000 
107,904,000 
235,747,000 
5,227,230,000 
1,040,173,000 
(8,051,000)
291,949,000 
△384,800,000 
(11,897,717,000)
1,113,985,000 
13,011,702,000 

3,576,403,315 
1,241,882,633 
208,471,507 
125,645,011 
264,089,581 
7,521,713,000 
1,071,942,995 

△606,230,738 
(13,403,917,304)
812,457,301 

14,216,374,605 

32.39 
11.07 
1.76 
0.91 
1.98 
43.93 
8.74 

2.45 

△3.23 
(100.00)

平成22年度（第39期）消費収支決算総括表　（平成２2年４月１日～平成２3年３月３１日） （単位：円）

科　　目 金　額
予　　算

消費収入の部

構成比％ 金　額
決　　算

構成比％ 金　額
差　　異

学生生徒等納付金
手 数 料
寄 附 金
補 助 金
　国 庫 補 助 金
　地方公共団体補助金
資 産 運 用 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
(帰属収入合計)
基本金組入額合計
消費収入の部合計

3,418,200,000 
21,365,000 
35,400,000 
602,895,000 
602,810,000 

85,000 
780,310,000 
1,560,596,000 
120,969,000 

(6,539,735,000)
△2,343,010,000 
4,196,725,000 

3,419,725,000 
21,938,850 
41,622,845 
597,966,390 
585,721,509 
12,244,881 
784,800,830 
1,859,453,232 
241,852,350 

(6,967,359,497)
△2,659,119,412 
4,308,240,085 

△1,525,000 
△573,850 
△6,222,845 
4,928,610 
17,088,491 

△12,159,881 
△4,490,830 

△298,857,232 
△120,883,350 
(△427,624,497)
316,109,412 

△111,515,085 

52.27 
0.33 
0.54 
9.22 
ー  
ー  
11.93 
23.86 
1.85 

(100.00)

49.08 
0.31 
0.60 
8.58 
ー  
ー  
11.26 
26.69 
3.48 

(100.00)

科　　目 金　額
予　　算

消費支出の部

構成比％ 金　額
決　　算

構成比％ 金　額
差　　異

人 件 費
教 育 研 究 経 費
管 理 経 費
資 産 処 分 差 額
徴収不能引当金繰入額
徴 収 不 能 額

[ 予 備 費 ]

(消費支出の部合計)
当年度消費支出超過額
前年度繰越消費収入超過額
基 本 金 取 崩 額
翌年度繰越消費収入超過額

3,901,184,000 
1,829,875,000 
235,234,000 

0 
0 
0 

(8,051,000)
291,949,000 

(6,258,242,000)
2,061,517,000 
4,777,666,000 

0 
2,716,149,000 

3,409,596,481 
1,736,021,654 
237,576,936 
36,906,298 
746,460 
3,307,300 

(5,424,155,129)
1,115,915,044 
4,777,666,084 

288,530 
3,662,039,570 

491,587,519 
93,853,346 
△2,342,936 
△36,906,298 
△746,460 
△3,307,300 

291,949,000 

(834,086,871)

62.34 
29.24 
3.76 
0.00 
0.00 
0.00 

4.66 

(100.00)

62.86 
32.01 
4.38 
0.68 
0.01 
0.06 

(100.00)

貸借対照表　（平成２3年３月３１日） （単位：円）

1. 重要な会計方針  
　（1）引当金の計上基準  
 退職給与引当金／退職金の支給に備えるため、期末要支給額2,219,366,358円を基にして、私立大学退職金財団に
  対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減した金額の100%を計上している｡
 徴収不能引当金／未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

2. 減価償却額の累計額の合計額／10,738,993,110円
3. 徴収不能引当金の合計額／746,460円
4. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額／78,377,625円        
5. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
　（1）関連当事者との取引／記載すべき関連当事者との取引はない。

本年度末科　　目
資産の部

前年度末 増　　減
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地
建 物
構 　 築 　 物
教育研究用機器備品
その他の機器備品
図 書
車 輌

その 他 の 固 定 資 産
電 話 加 入 権
敷 金 保 証 金
教育研究用ソフトウェア
その他のソフトウェア
有 価 証 券
退職給与引当特定資産
減価償却引当特定資産
施設設備充実引当特定資産
第２号基本金引当資産
第３号基本金引当資産
第４号基本金引当資産

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 入 金
貯 蔵 品
前 払 金

資 産 の 部 合 計

（55,335,068,300）
〈11,266,187,669〉
2,853,955,052
5,100,576,221
196,521,175
1,535,471,820
33,497,490

1,543,572,725
2,593,186

〈44,068,880,631〉
1,705,991
17,850,000
8,290,800
12,592,440

2,084,971,400
2,250,500,000
8,946,000,000
3,100,000,000
8,800,000,000
18,426,970,000
420,000,000

（1,411,964,914）
812,457,301
537,702,194
5,162,232
56,643,187

56,747,033,214

（53,305,719,343）
〈11,431,305,902〉
2,853,955,052
5,238,793,702
209,738,345
1,581,295,810
30,274,484

1,513,882,769
3,365,740

〈41,874,413,441〉
1,705,991
17,850,000
8,998,500
6,290,550

2,023,328,400
2,250,500,000
8,946,000,000
3,100,000,000
8,200,000,000
16,899,740,000
420,000,000

（2,493,550,175）
1,254,015,216
1,179,780,396

1,235,295
58,519,268

55,799,269,518

（2,029,348,957）
〈△165,118,233〉

0
△138,217,481
△13,217,170
△45,823,990
3,223,006
29,689,956
△772,554

〈2,194,467,190〉
0
0

△707,700
6,301,890
61,643,000

0
0
0

600,000,000
1,527,230,000

0
（△1,081,585,261）
△441,557,915
△642,078,202

3,926,937
△1,876,081
947,763,696

本年度末科　　目
負債の部

前年度末 増　　減
固 定 負 債
退 職 給 与 引 当 金
長 期 未 払 金
長 期 預 り 金

流 動 負 債
未 払 金
前 受 金
預 り 金

負 債 の 部 合 計

（2,097,127,248）
2,058,214,164
36,381,996
2,531,088

（1,487,632,181）
563,797,437
746,093,500
177,741,244
3,584,759,429

（2,250,042,771）
2,225,020,998
22,490,685
2,531,088

（1,930,157,330）
1,007,473,471
712,739,000
209,944,859
4,180,200,101

（△152,915,523）
△166,806,834
13,891,311

0
（△442,525,149）
△443,676,034
33,354,500
△32,203,615
△595,440,672

本年度末科　　目
基本金の部

前年度末 増　　減
第 １ 号 基 本 金
第 ２ 号 基 本 金
第 ３ 号 基 本 金
第 ４ 号 基 本 金
基 本 金 の 部 合 計

21,853,264,215
8,800,000,000
18,426,970,000
420,000,000

49,500,234,215

21,321,663,333
8,200,000,000
16,899,740,000
420,000,000

46,841,403,333

531,600,882
600,000,000
1,527,230,000

0
2,658,830,882

本年度末科　　目
消費収支差額の部

前年度末 増　　減
翌年度繰越消費収入超過額
消費収支差額の部合計

3,662,039,570
3,662,039,570

4,777,666,084
4,777,666,084

△1,115,626,514
△1,115,626,514

本年度末科　　目 前年度末 増　　減
負債の部、基本金の部
及び消費収支差額の部 合計

56,747,033,214 55,799,269,518 947,763,696

（単位：円）財産目録総括表　（平成２3年３月３１日）
資産の部 金　　額
Ⅰ. 基 本 財 産
 固 定 資 産
  (1) 有形固定資産
  (2) その他の固定資産
Ⅱ. 運 用 財 産
 １．固 定 資 産
  (1) 有形固定資産
  (2) その他の固定資産
 ２．流 動 資 産
資  産  の  部  合  計

38,845,168,724
38,845,168,724
11,175,609,493
27,669,559,231
17,901,864,490
16,489,899,576

90,578,176
16,399,321,400
1,411,964,914
56,747,033,214

負債の部 金　　額
Ⅰ． 固 定 負 債
  退職給与引当金
  長期未払金
  長期預り金
Ⅱ． 流 動 負 債 
  未払金
  前受金
  預り金
負 債 の 部 合 計 
差 引 正 味 財 産 
負 債 の 部 合 計 及 び 差 引 正 味 財 産 合 計 

2,097,127,248
2,058,214,164
36,381,996
2,531,088

1,487,632,181
563,797,437
746,093,500
177,741,244
3,584,759,429
53,162,273,785
56,747,033,214

差　　異
構成比％ 金　額

276,947,685 
74,631,367 
1,177,493 

△17,741,011 
△28,342,581 

△2,294,483,000 
△31,769,995 

291,949,000 

221,430,738 
(△1,506,200,304)

301,527,699 
△1,204,672,605 

26.68 
9.27 
1.56 
0.94 
1.97 
56.12 
8.00 

△ 4.54 
(100.00)
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